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双方向・マルチデバイス対応の新たな情報配信サービス 
「＠InfoCanal」を４月から提供開始 

～自治体における防災・見守りなどのさまざまな課題を解決～ 

 

「＠InfoCanal」サービス概要 

■背景 

災害大国である日本において、防災情報配信分野にはいまだに多くの課題があります。中でも最大の課題

は、公平かつ網羅的に住民に防災情報を配信する手段を確立・普及させることだと考えています。 

長きに渡り、防災情報配信における主要な配信手段と位置づけられる防災行政無線は、昨今においても有

用な配信手段であるものの、日本の地理的特徴（離島や山間部の存在）、現代における家屋の変化（高層建築

化や高気密化）および少子高齢化の進行（聴覚障がい者やひとり暮らし高齢者の増加、地域の過疎化）などの

状況をかんがみると、必ずしも万能な配信手段では無くなりつつあります。 

エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会社（本社：神奈川県川崎市、代表取締役社長：木村丈治）は、

双方向・マルチデバイス対応の新たな情報配信サービス「＠InfoCanal（あっといんふぉかなる）(ⅰ)」の提供を

2017 年 4 月１日から開始します。 

「＠InfoCanal」は、情報配信サービスにおいて高い人口カバー率の携帯電話網やWi-Fiなどの IP通信網

を利用し、簡単・確実な同時配信と即時集計を実現します。また、情報配信のこれまでの課題である不感地

帯対策や到達・鳴動の確認、配信手段の多様化、導入コスト削減・期間短縮、運用負担の軽減などを解決、

災害時でも平時でもさまざまなユースケースに適用可能です。 
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これまでの防災情報配信手段には、例えば以下のような解決すべき課題があると考えています。 

 

・ 不感地帯（電波、音達）の解消 

 離島や山間部などをはじめとする、複雑な地形が多い日本においては、電波不感地帯が発生する。

また、家屋の高層建築化や高気密化により、特に屋内において放送が聞き取りにくい状況が発生す

る。 

・ 配信した情報の到達可否を確認する手段の確立 

 情報を配信すべき対象者に、情報が到達したのか否かを把握するすべが存在しない。 

・ 状況に応じた柔軟な配信先指定 

 あらかじめ定められた地域ごとにしか情報配信できず、状況に応じて配信対象者をきめ細やかに指定

することができない。 

・ 導入に要する期間短縮 

 電波伝搬調査や敷設工事などの大掛かりな作業が必要であり、導入までに長期の期間を要する。 

 

「＠InfoCanal」は、既存の防災情報配信手段を「補完」ないしは「置き換え」することによって、これら課題を解

決すべくサービスとして開発に至りました。 

また、災害時の情報伝達を確実にするためには、平時からの利用も重要であることから、「＠InfoCanal」は平

時においてもさまざまなシーンに適用可能です（詳細は、別紙：１「＠InfoCanal」の活用例のとおり）。 

 

■特長 

「＠InfoCanal」の主な特長は以下のとおりです。 

 

【情報配信】 

◆広範囲なサービスエリア 

・ 通信経路として人口カバー率９９％の IP 通信網（携帯網を含む）を利用。不感地帯が極めて少ない。 

◆多様な情報受信手段 

・ 利用者の状況に合わせさまざまな端末を選択可能（スマホアプリ、専用戸別受信機など） 

・ 音声読み上げ、文字表示対応 

・ 多言語対応 

◆確実な通信方式 

・ 超軽量・高同報性・低遅延といった特徴を持つ通信プロトコルを採用しているため、IP 通信網を用いな

がらも極めて輻輳に強い。災害時などにおいて、電子メールすら送信できない状況の通信網においても、

到達確実性の高い情報送受信が可能。 

 

【状況把握】 

◆リアルタイムな状況把握 

・ 端末の受信状態（未到達/到達/既読、および位置情報）がリアルタイムに確認可能。また、即時地図描

画による全体状況の把握が可能。 

◆シナリオ形式のアンケート配信による「状況確認」 

・ 質問の回答内容に応じて次の質問の内容が変化するシナリオ形式のアンケート配信による、個人の詳

細な「状況確認」が可能（詳細は、別紙：２「シナリオ形式のアンケート配信による状況確認」のとおり）。 

◆把握済みの状況に応じたきめ細やかな情報の配信・再配信 
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・ あらかじめ決められたグループ配信だけでなく、状況に応じて対象者(一名から可能)を指定して配信す

るピンポイント配信や危険地域を指定した配信が可能。 

 

【導入・運用・平時利活用】 

◆導入コストの削減と導入期間の短縮 

・ 電波伝搬調査や敷設工事などの大掛かりな作業が不要であり、低コストかつ短期間での導入が可能。 

◆クラウド型サービスによる管理者（情報配信者）の運用負担の軽減 

・ インターネットに接続された情報端末（パソコン・タブレットなど）のウェブブラウザから情報配信を行うため、

専用配信室の維持、電波免許の取得・更新などが不要。また、システムの冗長化・バックアップ・アップデ

ートなどが自動化されているためメンテナンスや更改も不要。 

◆災害時・平時を問わず幅広い活用シーン 

・ 防災用途専用の設備・サービスと異なり、災害時・平時問わず活用可能。高齢者に対する見守りや地域

情報の配信など、平時においてもさまざまなシーンに有効活用可能。（詳細は、別紙：１「＠InfoCanal」の

活用例のとおり） 

 

■北海道知内町（しりうちちょう）(ii)にて「＠InfoCanal」を用いた実証検証を実施中 

北海道知内町は 2017 年 1 月より「知内町まち・ひと・しごと創生総合戦略」における「ICT を活用した

安心暮らし創造事業」に基づく実証検証を実施しています。 

同事業では、「今後の高齢化時代に向けた高齢者福祉の充実と安心して暮らせる地域づくりの推進」、

「公共交通の利便性の向上」および「緊急通報システム機材の耐用年を見据えた更新」を踏まえるとと

もに、「平成 31 年を目途とした現在運用中のアナログ防災無線からの完全移行」などを趣旨としてい

ます。 
同検証においては、「＠InfoCanal」を導入することによって、当該事業の趣旨に基づき、地域実態に即した

効率的・効果的なサービスを提供可能であるかを確認しています。町内約 50 世帯を対象にタブレット端末

を配布し、情報配信機能を用いた防災情報・地域情報の配信、シナリオ形式の状況確認機能を用いた高齢者

に対する見守りや子育て世代への支援などの実証検証を実施中であり、自治体職員様や町民の皆様からは好

評を得ています。（別紙：3 北海道知内町における利用シーンのとおり） 

今回の検証結果を受け、同町が将来展望として掲げている、タブレット端末の全戸配布および防災・見守りな

どの情報配信・状況確認サービスの一元化を見据えた検討・実証を、次年度以降においても継続して実施

する予定です。 

 

■提供価格 

 初期費用：数百万円～、年額費用：数百万円～（構成により異なります。詳細はお問い合わせください。） 

 

■販売目標と今後の展開 

 5 年間で 50 自治体への導入を目指します。 

 自治体のニーズに応じて随時機能拡張を行う予定。 

 

（ⅱ）知内町の概要 
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 東側の津軽海峡に面して平野や段丘地が広がり、三方を山岳に囲まれた山川草木や動物に恵まれてい

る所です。町のほぼ中央を知内川が流れ、その流域は農地とし、集落はこの流域や津軽海峡にそそぐ小

河川の周囲に分布しています。 

木古内町に接する建有（たてあり）川付近から涌元（わきもと）近くまでが砂浜です。 

涌元から南の小谷石（こたにいし）一帯は、蛇ノ鼻、爺岩、イカリカイ島、立岩、地獄澗など形も名前も奇

妙な奇岩怪岩がつらなる変化にとんだ岩礁地帯になります。（知内町ホームページより抜粋） 

 

※ 文中記載の社名、商品名は各社の商標または登録商標です。  
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＜別紙 1： 「＠InfoCanal 」の活用例＞ 
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＜別紙 2： シナリオ形式のアンケート配信による状況確認＞ 
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＜別紙 3： 北海道知内町における利用シーン＞ 

 
 

 


